
























































































































































































団体名 天下り 補助金等の額 代表者
日本原子力研究開発機構 5 2004億9645万円 鈴木篤之（元東京大学教授・原子力安全委員会委員長）
科学技術振興機構 1 1114億 200万円 中村道治（元日立製作所代表執行役）
原子力安全基盤機構 3 221億9039万円 曽我部提洋（元通産省産業検査所長・西部ガス常務）
放射線医学総合研究所 2 162億9881万円 米倉義晴（元福井大学教授）
環境科学技術研究所 0 30億2157万円 嶋昭絃（東京大学名誉教授）





原子力安全技術センター 4 16億4249万円 石田寛人（元科学技術庁事務次官）
エネルギー総合工学研究所 10 15億9812万円 白土良一（元東京電力副社長）
日本分析センター 2 11億3822万円 佐竹宏文（元科学技術庁原子力安全局長）
海洋生物環境研究所 3 ８億2893万円 弓削志郎（水産庁次長）
大阪科学技術センター 0 ５億5070万円 生駒昌夫（関西電力副社長）
原子力安全研究協会 0 ５億4724万円 矢川元基（東京大学名誉教授）
日本立地センター 5 ５億 458万円 岡村正（元東芝会長）
日本原子力文化振興財団 3 ３億2271万円 秋元勇巳（元三菱マテリアル会長）
若狭湾エネルギー研究センター 2 ３億 152万円 旭信昭（元福井県副知事）
放射線影響協会 1 ２億8831万円 樋口公啓（元東京海上火災保険会長）
放射線利用振興協会 0 ２億1935万円 田中治（元日本原子力研究所副理事長）
日本電気工業会 0 7800万円 下村節宏（三菱電機会長）





高度情報科学技術研究機構 0 2998万円 田中俊一（原子力委員会委員長代理）
原子燃料政策研究会 0 ０円 西澤潤一（首都大学東京名誉教授）
火力原子力発電技術協会 1 ０円 相澤善吾（東京電力副社長）







日本アイソトープ協会 2 ０円 有馬朗人（元東京大学総長・文部大臣）
日本原子力産業協会 1 ０円 今井敬 （元新日鐵会長・日本経済団体連合会名誉会長）















合計 60人 3669億 638万円
（その他）
電源地域振興センター 2 21億8300万円 八木誠（関西電力社長）
電力中央研究所 ‒‒‒ 13億 900万円 各務正博（元中部電力副社長）
日本エネルギー経済研究所 2 ５億3400万円 豊田正和（元経産省経済産業審議官）
放射線計測協会 1 １億9800万円 今井榮一（元日本原子力研究所理事）




























































北海道泊村 642億円 1980～2010 1,960 1.17
青森県東通村 407億6644万円 1990～2009 7,403 1.144
宮城県女川町 204億400万円 1980～2009 10,232 1.41
宮城県石巻市 2413億1070万円 1980～2010 163,594 0.51
福島県双葉町 161億1308万円 1974～2010 7,178 0.78
福島県大熊町 1012億5655万円 1966～2010 11,405 1.5 
福島県富岡町 241億4286万円 1974～2010 15,868 0.92
福島県楢葉町 882億1398万円 1974～2010 8,061 1.12
新潟県柏崎市 2398億2401万円 1978～2009 91,577 0.789
新潟県刈羽村 957億297万円 1978～2010 4,892 1.49
茨城県東海村 205億3122万円 1975～2009 37,405 1.687
静岡県御前崎市 423億2677万円 1975～2010 34,762 1.265
石川県志賀町 724億7844万円 1980～2010 23,645 0.96
福井県敦賀市 512億4319万円 1974～2010 67,909 1.064
福井県美浜町 704億円 1966～2010 10,793 0.732
福井県おおい町 322億2336万円 1974～2009 8,809 1.04
福井県高浜町 1135億413万円 1969～2010 11,212 0.94
島根県松江市 600億5400万円 1976～2010 192,049 0.584
愛媛県伊方町 819億3738万円 1970～2009 11,710 0.54
佐賀県玄海町 265億4102万円 1975～2010 6,550 1.494


































































































































































（財）日本原子力文化振興財団 監事* 岸田純之助 元朝日新聞論説主幹
『原子力文化』編集部 鶴岡光廣 元毎日新聞経済部記者
（社）日本原子力産業協会 理事* 鳥井弘之 元日本経済新聞論説委員
（社）海外電力調査会 特別研究員 新井光雄 元読売新聞編集委員
（財）日本エネルギー経済研究所 客員研究員* 同上 同上





























































































































































































































































































































































































関村直人（NHK解説） 60万円 日本核燃料開発 奨学寄付金
















山口彰（NHK解説） 250万円 原子力エンジニアリング 奨学寄付金










斎藤正樹（テレビ朝日解説） 30万円 日本原子力産業協会 奨学寄付金
























































































































































































































班目春樹 安全委員会委員長 400万円 三菱重工業
元東大教授（2006-2009年度）
関村直人 東大教授　 67万円 原子燃料工業
167万円 三菱重工業
岡本孝司 東大教授 200万円 三菱重工業
寺井隆幸 東大教授 180万円 GNF-J
田中知 東大教授 120万円 日立製作所
日本原子力学会会長 180万円 日立GEニュークリア・エナジー
100万円 電源開発（株）
酒井信介 東大教授 30万円 日立GEニュークリア・エナジー






森山裕丈 京大教授 120万円 日立GEニュークリア・エナジー
山名元 京大教授 180万円 日立GEニュークリア・エナジー
山根義宏 名大名誉教授 240万円 GNF-J
阿部豊 筑波大教授 500万円 三菱重工業











































































































































































奈良林直 北海道大学大学院教授 150万円 原子燃料工業 奨学寄付金
日本原子力発電
阿部豊 筑波大学大学院教授 500万円 三菱重工業 奨学寄付金


























泉佳伸 福井大教授 2010年度 関西原子力懇談会 奨学寄付金
30万円





山本章夫 名古屋大教授 2009-2010年度 関西原子力懇談会 奨学寄付金
100万円
注）なお、泉、飯井、山本委員は、委員就任後に奨学寄付金を受けた。
出所）『朝日新聞』2012年３月25日付の記事「福井県原子力委員に1490万円　
06-10年度、５人に電力側寄付」より作成。
－ 40 －
まは常務が副会長であり、原子力研究や放射線利用の理解促進を活動目的とし
ている。そのリストの三島嘉一郎・元京大教授は教授だった2006、2007年度
に「関原懇」から寄付を受け、2009年からは関電100％出資の関連会社の研究
所長に就任し、2010年から県原子力委の委員を務めている。続いて、泉佳伸・
福井大教授は「関原懇」30万円（2010年度）、寄付の全額が委員就任後であっ
た。西本和俊・大阪大教授は「関原懇」360万円（2006～2008年度）であり、
飯井俊行・福井大教授は三菱重工業500万円、日本原電200万円（2006～2010
年度）であり、全額が委員就任後であった。山本章夫・名古屋大教授は「関原
懇」100万円（2009～2010年度）であり、全額が委員就任後であった。なお、
福井県原子力委は原子力工学や耐震工学などの専門家で構成され、福井県によ
ると、委員を頼む際、業界からの金銭支援について報告を求めていないと説明
している。39
　なお、「関西原子力懇談会」（関原懇）の大学教授への寄付については、『朝
日新聞』2012年３月25日付の記事が、次のように詳しく紹介している。「関原
懇」は1956年、同じ年に発足した原子力の業界団体「日本原子力産業協会」（原
産協会、東京）の地方支部として、関電が中心となって設立され、現在の会員
は電力会社、原発メーカー、商社など63法人と研究者ら74個人である。「関原
懇」の会長は2012年１月まで長年関電から選ばれ、原子力担当の副社長らが就
いてきた。関係者によると、事業費の多くは関電が負担している。近畿や福井
県内で原子力のイベントを開き、研究者を講師に招ており、小中学校の教職員
や大学生向けの講習会も開催するが、会員名や事業規模、寄付金額などは「任
意団体」なのですべて「非公開」である。『朝日新聞』の調査によれば、各地
の大学に所属する原子力関連の研究者に寄せられた寄付について情報公開請求
や取材の結果、福井県原子力委に委員を出している京都、大阪、名古屋、福井
の各大学で、少なくとも37人の教授らが2006～2010年度の５年間で計5895万
円の寄付を「関原懇」から受けていた。40
　さらに、福井県の原発については、独立行政法人・日本原子力研究開発機構
の高速増殖原型炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）の安全性を調べるために設置
された専門委員会の委員の７人のうち３人の学者が原発関連企業・団体から寄
－ 41 －
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付を受け取っていたことがまたもや明るみに出てきた。『朝日新聞』2012年６
月３日付の記事によれば、委員（学者）の所属大学に情報公開請求し、過去５
年分（2006～2010年度）について調査した結果、寄付を受け取っていた委員は、
①宇根崎博信京都大学教授が、原子力エンジニアリング100万円、関西原子力
懇談会80万円など、計1800万円、②片岡勲大阪大学教授が、三菱電機150万円、
関西原子力懇談会300万円など、計450万円、③竹田敏一福井大学付属国際原子
力工学研究所長が、三菱重工業200万円、原子力エンジニアリング200万円、関
西原子力懇談会400万円、グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン180
万円など、計980万円であった。寄付をしていたのは、「もんじゅ」の原子炉を
建設し、ストレステストを１億6000万円で同機構から受注した三菱重工業、ス
トレステスト関連業務を受注した関西電力グループ会社の原子力エンジニアリ
ング、関電関連団体の関西原子力懇談会、核燃料会社のグローバル・ニューク
リア・フュエル・ジャパン、2011年度に同機構の業務を計15億円分受注した
三菱電機の５つの企業・団体であった。寄付は「研究助成」が名目で「奨学寄
付」とも呼ばれ、研究者を指定して大学を通じて寄せられるが、寄付者側に使
途を報告する義務はない。専門委員会は、これまで会合を２回開き、福島原発
事故を受けて同機構が進めるシビアアクシデント（過酷事故）対策やストレス
テストの途中経過について報告を受け、意見を述べていた。同機構はストレス
テスト終了後に委員会を開き、最終的な意見を得る予定となっている。なお、
日本原子力研究開発機構が運営する「もんじゅ」は使用済み核燃料から取り出
したプルトニウムを燃料の一部に再利用する「核燃料サイクル政策」の中核施
設であり、1995年には冷却剤のナトリウム漏れ事故が発生するなどして現在
はまた停止中であり、2011年度までの「もんじゅ」の事業費は約１兆円となっ
ている。現在は文部科学省において廃炉を含めた議論が進行中である。41
５　「原発マネー」と「原発事故責任」
　2011年３月11日の福島原発事故の発生は、東京電力と政府関係者、政治家、
天下り官僚、マスコミ、専門家・学者の「原子力ムラ」の人々にとっては「想
定外」であったとするが、原発事故後に次々と明るみに出てきた事実を検証す
－ 42 －
れば、それは根拠のない彼らの責任逃れの「言い訳」であったことは明白であ
る。42実際、2006年６月の経済産業省総合資源エネルギー調査会、地震・津波、
地質・地盤合同ワーキンググループにおいて、貞観地震大津波（869年）につ
いて議論がなされたが、東電と政府はその対策を放置したまま３月11日の福島
原発事故が発生した。43さらには、2012年５月15日、枝野経済産業相は閣議後
の記者会見で、経産省原子力安全・保安院が2006年に福島第１原子力発電所が
津波によって全電源喪失に陥るリスクがあることを東京電力と共有していたこ
とを明らかにした。2004年のインド洋大津波で、インドの原発に被害が発生
したことを受け、原子力安全・保安院が、独立行政法人「原子力安全基盤機構
（JNES）」、東電などとの合同会議を開催し、そこで福島第１原発に高さ14メー
トルの津波が襲来すると、タービン建屋が浸水し、全電源喪失に陥る可能性が
指摘され、また、東電は2008年にも国の見解に基づき、15.7メートルの高さの
津波を試算していたが、実際には有効な対策を取ることなく放置した。44
　現在（2012年５月）、福島第１原発事故の「最終調査報告書」はまだ完成・
公表されていないが、少なくとも、今回の原発事故は「想定外」のものではな
く、国会を含むいくつかの審議会などの公的会議ではすでに議論され、「予想
可能」であったことは明白である45。また、原発事故によって、多くの住民が
拡散した放射性物質の影響で避難生活を余儀なくされている。多くの住民が生
活と生産の場を失い、今も苦しんでいる。原発事故直後に政府が避難指示を適
切に実行しなかったために、飯舘村のような20キロメートル圏外で子どもたち
を含む多くの住民が放射性物質によって被曝したことは確実である。今後、多
くの住民に健康被害が実際に発生することが予想できる。福島原発事故の影響
はあまりに大きく、実際に、1986年のチェルノブイリ原発事故と同様の人類史
に残る取り返しのできない深刻な事故であった。
　今回の福島原発事故の責任はどこにあるのか、その責任は誰にあるのか。原
発事故を起こした東京電力と政府の責任は重大である。そればかりか、これま
で原発の「安全神話」を作り出し、国民を欺いてきた電力会社幹部、政治家、
官僚、マスコミ、専門家・学者の責任も大きい。特に、「原子力ムラ」の専門家・
学者の責任は非常に大きいものがある。しかし、現在まで、今回の原発事故の
－ 43 －
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責任を誰一人もとってはいないのが現実である。東京電力の会長・社長をはじ
め、政府関係者、政治家、マスコミ、専門家・学者は誰も責任をとってはいな
い。特に、原発の安全規制の担当官庁であった原子力安全委員会の幹部と関係
者、経産省原子力安全・保安院の幹部と関係者の役割と責任は大きかったはず
であるが、誰も責任をとってはいない。
　これまで、原発に批判的な市民や専門家・学者は、さまざまな抑圧を受け、
実際に社会から排除されてきた経緯がある。特に、「原子力ムラ」においては、
批判的な専門家・学者を徹底的に排除しながら、原発の「安全神話」を捏造し、
マスコミを動員し、国民を欺き続けてきた。その意味で、専門家・学者の責任
は特に大きいものがある。
　今後は、今回の原発事故の経緯と原因を究明するとともに、これからの日本
のエネルギー政策を根本から見直し、新しいエネルギー政策を作りだす必要が
ある。しかし、それと同時に、今回の「原発事故責任」を明確にすることも重
要である。電力会社はこれまで「地域独占」と「総括原価方式」の仕組みを基
礎にして巨額の「原発マネー」を生み出してきた。その「原発マネー」を政界、
官界、地方自治体、マスコミ、学者などに配分しながら、「安全神話」を作り
出し、原発推進政策を実行してきた。だが、その「原発マネー」を配分するこ
とによってもたらされたさまざまな恩恵によって、今回の原発事故の責任がす
べて相殺される訳ではない。
　実際、今回の福島原発事故を「犯罪」としてとらえ、責任を問う動きも存在
する。たとえば、広瀬隆・保田行雄・明石昇二郎の著書『福島原発事故の「犯罪」
を裁く』（2011年12月）においては、「過失責任」を法廷で問うために27人の
実名を挙げ、その責任を追及している。そのリストには、前に出てきた、東京
電力の勝俣恒久会長、清水正孝社長、武藤栄副社長、原子力安全委員会の班目
春樹委員長、原子力安全・保安院の寺坂信昭院長、原子力委員会の近藤駿介委
員長、鈴木篤之前委員長、原子力安全委員会の代谷誠治委員、東京工業大学の
衣笠善博教授、東京電力の小宮山宏監査役などの名前が続いている。46
　さらに、『毎日新聞』2012年５月12日の報道記事「福島原発告訴団、避難者
に説明会　新潟で20人参加」47や『中日新聞』2012年５月15日の報道記事「東
－ 44 －
電会長らを集団告訴へ　原発事故　県内避難者も参加」48などもその「刑事責
任」を問う動きを伝えている。
　なぜ「原発事故責任」を明確にすることが重要なのか。前回の論文において
示したように、それは今回の「原発事故責任」は、あらゆる意味で、過去の日
本の「戦争責任」と同じ性質のものであるからだ。政界、産業界、官界、地方
自治体、マスコミ、学者などの「原発共同体」すなわち「原発大政翼賛会」が、
原発の「安全神話」を作り出し、国民を欺き続けた結果、最後には、福島原発
事故によって悲惨な国民生活の破壊がもたらされたからである。過去のよう
に、日本の「戦争責任」を歴史のなかで曖昧にし、それがまるでなかったかの
ように歴史のなかで消し去ることは、２度とあってはならないからである。「歴
史に学ぶ」とは何か。それは過去の同じ過ちを２度と繰り返さないように、そ
の大きな過ちをしっかりと受け止め、「歴史の教訓」とすることである。その
ためには、失敗の責任を明らかにすると同時に、同じ過ちを繰り返さないため
にも新たな制度と政策を作り直すことである。特に全体主義に通ずる「体制翼
賛会」となっていた「原子力ムラ」を解体し、学者は自分の良心と良識にした
がって研究し、公の場で発表し、議論することが必要である。また、「原子力
ムラ」と「原発マネー」に換わりそれを保証できる新たな機構と制度の構築も
必要である。
おわりに
　最後に結論をまとめると、「原発マネー」の一つの重要な源泉は毎年約4500
億円の国の原子力関連予算であり、それが各種原発関連団体や地方自治体など
へ配分されてきた。それと同時に、日本の電力会社はこれまで「地域独占」と
「総括原価方式」の仕組みを基礎にして巨額の「原発マネー」を生み出してきた。
こうした「原発マネー」を政界、官界、地方自治体、マスコミ、学者などに配
分しながら、「安全神話」を作り出し、日本の原発推進政策が実行されてきた
のである。したがって、特にその巨額な「原発マネー」の基礎にある電力会社
の「地域独占」と「総括原価方式」は廃止すべきであり、それに換わる日本の
「脱原発」の新たなエネルギー供給と電力供給の仕組みが必要である。
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